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題を包括的かつ詳細に分析した研究である。 
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論文審査結果の要旨 
 本論文は、国際裁判機関の中で、とりわけ国際社会における投資との関係で実務上重要な
役割を果たしている国際投資仲裁に関する法的諸問題を、多角的に掘り下げて詳細に検討し
たものである。その分析の視座及び方法は、単なる判例や事実の描写とその要約にとどまら
ず、国際投資仲裁によるそれぞれの法的処理がなされる実質的な理由や政治的・社会的背景
等にまで踏み込んで検討を行っており、この点は特に高く評価することができる。また本論
文全体を通じて、そこでの法的分析の精度は極めて高く、本論文は国際的に見ても極めて大
きな学問的意義を有する研究であると評価することができよう。 
 もっとも、本論文において積み残された検討課題がないわけではない。国際社会において
長らく発展途上国の代表としての地位にあった中国が、その急速な経済発展の結果として世
界で最も影響力の大きな経済大国の 1 つとなった事実に鑑みれば、世界経済全体の中で、国
際投資仲裁に対する中国政府や中国の国内裁判所の基本姿勢は、今後ますます世界の経済や
投資等に大きな影響を与えるものといえる。国家主権との関係から国際裁判一般に対して消
極的ないしは否定的態度を公式には示すことが多い中国が、投資受入国から海外へ巨額の投
資を行う世界有数の経済大国に成長した現在、本論文の検討対象である国際投資仲裁に関し
て近い将来どのような基本姿勢を採ることになるのかという点は、さらに掘り下げた検討が
期待されるところである。この問題は、日本や中国といったアジアに位置する国々が、国際
経済のグローバル化という現代国際社会の中で、仲裁や国際裁判といった欧米由来の法的制
度・法システムに対してどのような基本姿勢で対峙するのか、という根源的な問いかけを探
究することにも繋がるものである。 
 以上のような残された重要な検討課題に対して、本論文の筆者自身は学問的にこれに挑む
だけの専門的能力と明確な知的関心を有している。本論文において明確に示された筆者の卓
越した研究能力は、筆者が近い将来において優れた研究成果を発表し、アジアを代表する国
際法研究者として大成することを十分に示唆しているものと考えられる。 
 以上により、本論文は、博士（法学）の学位を授与される水準に十分達しているものと認
められる。 
 
 
